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売上高

7,872百万円
（前第2四半期比12.3％増）
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経常利益

38百万円
（前第2四半期は△70百万円)

営業利益

64百万円
（前第2四半期は△45百万円）

四半期純利益

33百万円
（前第2四半期は△74百万円）

決算ハイライト（連結） Financial Highlights
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　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご支援を賜り厚く
御礼申しあげます。

　ここに内外テックグループの第54期第2四半期連結累計期間（中
間期）（平成26年4月1日から平成26年9月30日まで）の事業の概
況につきましてご報告申しあげます。

　当第2四半期連結累計期間（当中間期）におけるわが国経済は、
消費増税の反動や欧州・新興国経済の鈍化による輸出の伸び悩みが
あったものの、政府の経済対策等の効果により徐々に回復基調にあ
るものと思われます。
　当社グループの主な取引先である半導体業界や半導体製造装置業
界におきましては、半導体メーカーによるスマートフォンやタブ
レットなどの多機能携帯端末用半導体の増産投資に加え、チップの
微細化等の高性能化に向けた設備投資が積極的に行われたことか
ら、半導体製造装置メーカーの受注も堅調に推移いたしました。
　また、FPD（フラットパネルディスプレイ）製造装置業界におきま
しても、大手FPDメーカーによる高精細な中小型パネルの増産に向け
た設備投資のほか、中国での大型液晶パネル向け設備投資が継続さ
れたことからFPD製造装置メーカーの受注も堅調に推移いたしました。
　このような環境のなかで、当社グループは、グローバル化への対
応や製品コストの競争力強化のほか、高い品質力や技術力の向上を
目指し、総合的ソリューションの確立をはじめ、新規市場の開拓、
既存顧客への取引強化、並びに新商品の開発を進めてまいりました。
　この結果、当社グループの第1四半期の受注は堅調に推移してま
いりましたが、第2四半期に入り一部の海外半導体メーカーでの設
備投資の先送り等による影響から、取引先からの受注が弱含みとな
り、第2四半期連結累計期間の売上高は、78億72百万円（前年同
期比12.3％増）となりました。損益面では、コストダウン要請に
伴う原価改善が進まなかったこと、また、営業強化に伴う販売費及
び一般管理費の増加や有利子負債の増加により、営業利益64百万
円（前年同期は営業損失45百万円）、経常利益38百万円（前年同期
は経常損失70百万円）、四半期純利益33百万円（前年同期は四半期

純損失74百万円）となりました。

　当社グループが参画する半導体業界や半導体製造装置業界は、半
導体メーカーや半導体製造装置メーカーによる世界的な再編や淘汰
から寡占化が進んでおり、また、当社グループの主要顧客である東
京エレクトロン株式会社とApplied	Materials,Inc.との経営統合に
つきましても、事業運営の統合準備が進められております。

　当社グループは、このような事業環境の変化を注視するとともに、
お客様のニーズに応え、確固たる経営基盤を構築するため、グローバ
ル化への対応やMDMS（Mechatronics	Design	&	Manufacturing	
Services）機能の強化をはじめ、製品コスト競争力の強化やグロー
バル市場に応じた高い品質力・技術力の向上、さらにこれを成し
遂げるための人材の強化や経営管理体制の充実に取り組んでまい
ります。

　株主の皆様におかれましては、引き続きなお一層のご支援、ご指
導を賜りますようお願い申しあげます。

平成26年11月

代表取締役社長　権田　浩一

確固たる経営基盤づくりに向けて
―�事業構造と企業風土の改革により

未来への飛躍を目指します―

株主の皆様へ Greetings to Our Shareholders
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（単位：百万円）四半期連結貸借対照表（要約）

1
資産合計

10,341百万円
（前期末比　90百万円）

前期末に比べ、現金及び預金が6億82百万円、電子記
録債権が37百万円増加し、受取手形及び売掛金が6億
26百万円減少しました。

3
純資産合計
1,343百万円
（前期末比　38百万円）

前期末に比べ、利益剰余金が当四半期純利益により33
百万円増加しました。

2
負債合計

8,997百万円
（前期末比　51百万円）

前期末に比べ、社債及び長期借入金（1年内を含む）が
5億41百万円増加し、支払手形及び買掛金が2億67
百万円、電子記録債務が2億52百万円減少しました。

科　目 当第2四半期末
平成26年9月30日

前期末
平成26年3月31日

資産の部

流動資産 8,138 8,078

現金及び預金 3,710 3,027

受取手形及び売掛金 3,562 4,188

電子記録債権 277 240

商品及び製品 424 477

仕掛品 43 30

原材料及び貯蔵品 28 30

繰延税金資産 58 58

その他 38 29

貸倒引当金 △5 △4

固定資産 2,203 2,173

有形固定資産 1,228 1,262

無形固定資産 23 24

投資その他の資産 951 886

資産合計 10,341 10,251

負債の部

流動負債 5,464 5,881

固定負債 3,533 3,064

負債合計 8,997 8,946

純資産の部 　

株主資本 1,246 1,227

資本金 389 389

資本剰余金 322 322

利益剰余金 562 544

自己株式 △28 △28

その他の包括利益累計額 97 77

その他有価証券評価差額金 80 58

為替換算調整勘定 16 18

純資産合計 1,343 1,305

負債純資産合計 10,341 10,251

1

2

3

連結財務諸表 Consolidated Financial Statements
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四半期連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

（単位：百万円）四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

6
営業活動によるキャッシュ・フロー

194百万円
主な増加要因は税金等調整前四半期純利益38百万円及
び売上債権の減少額5億89百万円、たな卸資産の減少
額41百万円などであり、主な減少要因は仕入債務の減
少額4億97百万円などであります。

7
投資活動によるキャッシュ・フロー

△66百万円
主な増加要因は有形固定資産の売却による収入36百万
円などであり、主な減少要因は定期預金の預入による
69百万円及び有形及び無形固定資産の取得による32
百万円などであります。

8
財務活動によるキャッシュ・フロー

520百万円
主な増加要因は長期借入金の純増加額3億51百万円及
び社債の純増加額1億90百万円などであり、主な減少
要因は配当金の支払額14百万円などであります。

4
売上高

7,872百万円
（前年同期比　859百万円）

販売事業は72億99百万円（前年同期比11.5％増）、受
託製造事業は9億42百万円（前年同期比20.3％増）と
なりました。

5
営業利益
64百万円

（前年同期比　109百万円）
販売事業は営業利益16百万円（前年同期は営業損失21
百万円）、受託製造事業は営業利益34百万円（前年同期
は営業損失38百万円）となりました。

科　目 当第2四半期
自	平成26年4月		1日
至	平成26年9月30日

前第2四半期
自	平成25年4月		1日
至	平成25年9月30日

売上高 7,872 7,012

売上原価 7,081 6,411

売上総利益 791 601

販売費及び一般管理費 726 646

営業利益又は営業損失（△） 64 △45

営業外収益 17 20

受取利息及び受取配当金 4 3

受取賃貸料 5 5

その他 7 10

営業外費用 43 45

支払利息 33 40

その他 10 5

経常利益又は経常損失（△） 38 △70

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純損失（△） 38 △70

法人税等 5 3

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調整前四半期純損失（△） 33 △74

四半期純利益又は四半期純損失（△） 33 △74

科　目 当第2四半期
自	平成26年4月		1日
至	平成26年9月30日

前第2四半期
自	平成25年4月		1日
至	平成25年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー 194 15

投資活動によるキャッシュ・フロー △66 △42

財務活動によるキャッシュ・フロー 520 △283

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 644 △307

現金及び現金同等物の期首残高 2,599 2,932

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,243 2,624

4

5

6
7
8

Consolidated Financial Statements
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昭和36年6月1日
389,928千円
空気圧機器、同応用機器類、工作機械、電気機器、
電子機器その他工具類の売買及び輸出入
連結271名

設 立 年月日
資 本 金
主な事業内容
	
従 業 員

■会社概要 ■営業所等
本社
北上営業所
仙台営業所
東京営業所
甲府営業所

京都営業所
大阪営業所
鳥栖営業所
熊本営業所
鹿児島営業所

宮城物流センター
九州物流センター
開発センター

■役員

本社
営業所
物流センター
開発センター

■連結子会社
会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

内外エレクトロニクス株式会社 90百万円 100％
半導体・FPD製造装置等
の組立及び保守メンテナ
ンス等。

納宜伽義機材（上海）商貿
有限公司 60百万円 100％

機械電子設備及びその部品
並びに計測計装機器の卸
売、輸出入、代理事業。
上記に関するコンサルティ
ング、アフターサービスと
関連付帯サービスの提供。

内外テック韓国株式会社 4億ウォン 100％

機械電子設備及びその部品
並びに計測計装機器の卸
売、輸出入、代理事業。
上記に関するアフターサー
ビスと関連付帯サービスの
提供。

取 締 役 社 長
（代表取締役） 権田　浩一 内外エレクトロニクス株式会社　代表取締役会長

納宜伽義機材（上海）商貿有限公司　副董事長

専 務 取 締 役 髙階　秀俊
営業本部長
納宜伽義機材（上海）商貿有限公司　董事長
内外テック韓国株式会社　代表理事

常 務 取 締 役 米澤　秀記 管理本部長
内外テック韓国株式会社　理事

取 締 役 佐々木政彦 経営企画室長
納宜伽義機材（上海）商貿有限公司　監事

取 締 役 岩井田克郎 営業副本部長、関東甲信越ブロック長、営業推進部長
納宜伽義機材（上海）商貿有限公司　董事・総経理

取 締 役 森田　安男 営業本部部長
常 勤 監 査 役 中田　　治 内外エレクトロニクス株式会社　監査役
監 査 役 浅野　謙一 弁護士
監 査 役 厚母　義夫
（注）監査役浅野謙一、厚母義夫の各氏は、社外監査役であります。

会社の概況 Company Profile（平成26年9月30日現在）
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■HPのご案内

詳しい決算情報は当社ホームページでも
開示しております。

http://www.naigaitec.co.jp

■株式の分布状況
〈所有者別〉

〈地域別〉

5,072,000
株

5,072,000
株

個人・その他　3,960,460株
78.1％

外国人　6,000株
0.1％

自己名義株式　207,795株
4.1％

証券会社　149,745株
3.0％

その他国内法人　443,000株
8.7％

自己名義株式　207,795株
4.1％

国外　9,000株
0.2％

北海道　5,001株
0.1％

四国地方　41,000株
0.8％

関東地方　3,772,316株
74.4％

九州・沖縄地方　165,010株
3.2％

中国地方  　53,002株
1.0％

東北地方　110,009株
2.2％

近畿地方　395,671株
7.8％

中部地方　313,196株
6.2％

金融機関　305,000株
6.0％

■大株主（上位10名）

発行可能株式総数	 17,000,000株
	発行済株式の総数	 5,072,000株
株主数	 564名
（注）前期末に比し6名増加いたしました。

■株主の状況

株主名 持株数（株） 持株比率（％）
権田浩一 849,000 17.45
権田益美 277,000 5.69
大塚久子 263,880 5.42
内外テック社員持株会 250,200 5.14
高橋祐実 156,000 3.20
権田雄大 156,000 3.20
副島眞由美 149,040 3.06
株式会社東京都民銀行 148,000 3.04
SMC株式会社 120,000 2.46
高津伝動精機株式会社 100,000 2.05
（注）1．当社は自己株式を207,795株所有しておりますが、上記大株主からは除いております。

2．	持株比率は自己株式（207,795株）を控除して計算しております。また、小数点第3位以下を切
り捨てて表示しております。

Company Profile
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〒154-0024	 東京都世田谷区三軒茶屋ニ丁目11番22号
	 サンタワーズセンタービル7階
	 管理本部	総務グループ　電話（03）5433-1123

事 業 年 度
配当金受領株主確定日

定時株主総会
単 元 株 式 数
基 準 日

公 告 方 法

株主名簿管理人

同事務取扱場所

株 主 メ モ

4月1日から翌年3月31日まで
剰余金の配当　3月31日
なお中間配当を実施するときの株主確定日は
9月30日
6月
1,000株
3月31日
その他臨時に必要があるときは、あらかじめ公告いたします。
当社のホームページ（http://www.naigaitec.co.jp）に掲載
します。ただし、電子公告によることができない事故その他の
やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載します。
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

証券会社等に口座をお持ちの場合 証券会社等に口座をお持ちでない場合
（特別口座の場合）

郵 送 物 送 付 先

お取引の証券会社等になります。

〒168-8507
東京都杉並区和泉2−8−4
みずほ信託銀行　証券代行部

電 話 お 問 合 せ 先 フリーダイヤル　0120−288−324
（土・日・祝日を除く9：00〜17：00）

各種手続お取扱店
（住所変更、株主配当金
受取り方法の変更等）

みずほ証券
　本店、全国各支店及び営業所
プラネットブース（みずほ銀
行内の店舗）でもお取扱いた
します。

みずほ信託銀行
　本店及び全国各支店
＊トラストラウンジではお取扱でき
ませんのでご了承ください。

未払配当金のお支払 みずほ信託銀行及びみずほ銀行の本店及び全国各支店
（みずほ証券では取次のみとなります）

ご 注 意

支払明細発行については、右の
「特別口座の場合」の郵便物送
付先・電話お問い合わせ先・各
種手続お取扱店をご利用くださ
い。

特別口座では、単元未満株式の
買取・買増以外の株式売買はで
きません。証券会社等に口座を
開設し、株式の振替手続を行っ
ていただく必要があります。


